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地方自治体における再生可能エネルギー政策の現状と課題
――地方自治体における再生可能エネルギー政策調査結果からの考察
千葉大学大学院人文社会科学研究科公共政策専攻博士後期過程
関川　千恵美
1 ．研究の背景
　20 世紀後半、地球温暖化に関する研究が進んでいく中で、低炭素社会の構
築が全地球的な喫緊の課題と認識されるようになり、現在に至るまで、その対
策として様々な政策が実施されてきている。国は、新エネルギーは二酸化炭素
を排出しない、もしくは排出してもカーボンニュートラルであるとして、そ
の導入促進を図るため、新エネルギー特別措置法や RPS 法などの促進策を打
ち出すが、一方で、2010 年 6 月に決定されたエネルギー基本計画において、
2030 年までに電力に占める原子力発電の割合を 53％にすると盛り込むなど、
エネルギー政策の主軸を原子力発電においてきていた。
　他方、地方自治体においては、低炭素社会の構築という観点から普及啓発的
に実施される例や、地域活性化という視点から観光資源的に実施される例など
再生可能エネルギー導入促進のための施策が講じられてきたが、本格的な導入
には至らなかった。
　このような状況を一変させたのは、東日本大震災を原因とする福島原子力発
電所事故問題（以下「原発問題」という）と 2012 年 7 月に開始された再生可
能エネルギー電力における固定価格買取制度（以下「FIT」とする）であった。
　原発問題により、多くの国民が原子力に頼らない電力を強く求めるように
なった。また、特に産業界に損害を与えることとなった計画停電は、電力の需
要地から遠く離れた特定の地域で集中的に電力を発電し、各需要地に送電する
という電力供給システムの脆弱性を浮き彫りにし、地域で使う電力を地域で賄
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うための地域分散電源の必要性を社会が認識する契機となったのである。再生
可能エネルギー（以下「再エネ」という）は各地域域内で調達が可能であり、
原子力発電所のような社会に危害を加えるリスクは低く、発電中における二酸
化炭素の排出はゼロもしくはニュートラルであることから、地域分散電源とし
て適しており、再エネに対する社会の期待が非常に高くなっていた。
　また、FIT の開始により、再エネ事業の事業採算性が確保され、再エネの普
及が後押しされることとなった。
　先述したとおり、再エネは地域分散電源に適しており、域内で材を調達し利
用するほうがコスト的に優位となるため、その普及や導入促進については地方
自治体が主体となって施策を講じていくほうが効果的であると思われる。実際
に、いくつかの地方自治体は再エネ事業に関して独自の取り組みを実施してい
る。例を挙げれば、地方自治体における「屋根貸し太陽光事業」1、「再エネに
よるエネルギー自給率 100％の取り組み」2、「地域新電力の取り組み」3 などが
ある。
　そこで、千葉大学倉阪研究室では地方自治体における再エネ政策の現状を把
握し課題を抽出するために、2013 年 2 月から 3 月にかけて、全市町村（東京
23 区含む 1741 市区町村）と全都道府県を対象に再エネ政策の現状について
調査を行った（調査内容は参考資料を参照）。
　本調査では、地方自治体の再エネ政策について、導入目標値の設定の有無や
1 学校、庁舎、ホール等の公共施設の屋根を、太陽光発電事業のために民間事業者
に貸し付けるもの。政策的判断により屋根賃料を免除する例（例：長野県飯田市）
もあるが、一般的には、賃料を徴収する例が多い。
2 岩手県葛巻市の「エネルギー自給のまち」に係る取り組みが有名である（渡部　
2011）。山梨県においても「2050 年までにクリーンエネルギーによるエネルギー
100% 自給」を目指し、そのロードマップを平成 25 年 4 月に策定した。（http://
www.pref.yamanashi.jp/energy-seisaku/chisanchishou.html）
3 自治体が民間事業者と連携して新電力を創設し、自治体が所有する発電設備によ
り発電した電力を自らの公共施設等に供給するスキームを特徴とする。群馬県中之
条町において全国で初めて創設された（2013 年 9 月 10 日）。群馬県太田市におい
ても、地域新電力の取り組みを開始することが発表されている。（群馬県太田市長
の定例会見（2014 年 11 月 4 日）における発言。）（日経テクノロジーオンライン　
2014.11.11 記事。http://techon.nikkeibp.co.jp/article/NEWS/20141111/388101/）
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項目の内容、再エネ促進のために独自に行っている政策の内容と実施のきっか
け、政策を行うにあたっての問題点は何か、再エネ政策において市区町村及び
都道府県はどのような役割を担うべきと考えるか、再エネ賦存量や利用実績に
ついてどの程度把握しているか、再エネ政策を所掌する組織体制はどうなって
いるのか等について尋ねた。調査の対象とした再エネ利用は、住宅用太陽光発
電、事業用太陽光発電、風力発電、小水力発電、地熱発電、バイオマス発電、
温泉発電、太陽熱利用、温泉熱利用、地中熱利用、バイオマス熱利用、雪氷熱
利用、その他の再生可能エネルギーの 13 項目である。
　市区町村については、回答数は 1055（回答率 60.6％）であった。なお、
1055 のうち 17 の回答については市区町村名が無記名であり、都道府県集計、
人口別集計にはカウントしていない。
　都道府県については、回答数 47（回答率 100％）であった。全都道府県か
ら回答を得るために電話・メールなどで働きかけを行うとともに、調査結果と
各都道府県ホームページに掲載されている情報に相違点がある都道府県につい
ては、個別に問い合わせを行い、調査時点を 2013 年 3 月末時点として、調査
内容を補充した。
2．調査結果概要と考察
2-1　再エネ導入目標値設定状況
　都道府県レベルでは、設定予定を含むと全都道府県で導入目標値を設定して
いる。
　市区町村レベルでは、21％で設定済みであり、設定予定を含めても 3 割に
満たない。また、79% の市区町村が設定をしていないが、そのうち 19％の市
区町村で設定予定なしとしている（図 1）。
　導入目標値を設定している市区町村を人口規模別に見てみると、人口 30
万人～ 50 万人未満（いわゆる「中核市」の規模）の市区町村においては、
60.5％が目標値を設定している。一方、5000 人～ 3 万人では 11.5％、5000
人未満では 6.8％にとどまり、人口 5000 人未満の市区町村では 9 割以上の市
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区町村が目標値を設定していない（図 2）。
2-2　どの種の再エネについて導入目標値を設定しているか
　市区町村と都道府県で大きな差異がある部分としては、住宅用太陽光発電（市
図 1　再エネ導入目標設定の有無
（出典）再生可能エネルギー導入政策に関する調査（千葉大学倉阪研究室）（以
下同様）
図 2　回答市区町村数に占める目標設定市区町村数の割合
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区町村 23.9％に対し都道府県 7.6％）、風力発電（市区町村 3.2％に対し都道府県
10.1％）、中小水力発電（市区町村 0.8％に対し都道府県 15.2％）であった（図3）。
　住宅用太陽光発電については、多くの市区町村で独自の補助制度を創設して
いるため、目標値としても設定していると思われる。
　太陽光発電については、住宅用、事業用、公共用及び太陽光発電全般を合わ
せると、都道府県においては約 3 割、市区町村においては約 5 割で目標値を
設定している。太陽光発電は中小水力発電や風力発電と比較して環境アセスメ
ントの対象外となっていることや、バイオマス発電のように燃料調達の必要が
ないこと等、工期が短く設置しやすいことが理由であると考えられる。また、
風力発電、中小水力発電は、開発適地が市街地よりも中山間地域に偏在してい
る場合が多い。殆どの中山間地域は人口規模が小さく、2 ⊖ 1 で述べたように、
人口規模の小さな自治体ほど導入目標値の設定割合が低いため、結果的に数値
が低くなったと思われる。
2-3　再エネ導入促進のための独自政策と実施のきっかけ
　市区町村について半数以上が実施している施策としては、回答市区町村の
図 3　導入目標値項目構成比
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73.5％にあたる 775 市区町村が実施する再エネの設備の設置補助・助成（検
討中含む）、67.1％にあたる 708 市区町村が実施する再エネ設備の自らの設置
（検討中含む）であった。他の施策については、17.9% にあたる 188 市区町村
が実施する公有財産の民間への貸し出し、22.7% にあたる 240 市区町村が実
施する導入促進計画の策定を除くと、実施割合が 1 割以下であった（表 1）。
表 1　再エネ導入促進のための独自政策と実施のきっかけ（市区町村の状況）
実施なし 実施を検討中 実施中
（左記「実施中」の内訳）
震災以前から
震災を
きっかけとして
FIT を
きっかけとして
きっかけ
未回答
件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合
設備設置補助 ･
助成
280 26.5% 56 5.3% 719 68.2% 372 35.3% 38 3.6% 12 1.1% 297 28.2%
設備の税制優遇 1,034 98.0% 11 1.0% 10 0.9% 1 0.1% 2 0.2% 1 0.1% 6 0.6%
設備導入者へ
の低利融資
1,004 95.2% 7 0.7% 44 4.2% 33 3.1% 1 0.1% 1 0.1% 9 0.9%
設備導入者へ
の債務保証
1,050 99.5% 4 0.4% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 0.1%
公有財産の民
間への貸出
867 82.3% 104 9.9% 84 8.0% 6 0.6% 11 1.0% 38 3.5% 29 2.8%
民間施設の斡旋 1,028 97.5% 17 1.6% 9 0.9% 3 0.3% 0 0.0% 3 0.3% 3 0.3%
民有地の斡旋 1,013 96.0% 12 1.1% 30 2.8% 2 0.2% 1 0.1% 13 1.2% 14 1.3%
証書取得支援 1,048 99.3% 5 0.5% 2 0.2% 2 0.2% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
熱の買上保証 1,050 99.5% 4 0.4% 1 0.1% 1 0.1% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
新築時の導入
義務等
996 94.4% 15 1.4% 44 4.2% 33 3.1% 3 0.3% 0 0.0% 8 0.8%
自治体自らの
導入
347 32.9% 71 6.7% 637 60.4% 378 35.8% 32 3.0% 5 0.5% 222 21.0%
自治体自らの
証書買上
1,034 98.0% 5 0.5% 16 1.5% 10 0.9% 4 0.4% 0 0.0% 2 0.2%
導入促進計画
策定
815 77.3% 51 4.8% 189 17.9% 117 11.1% 13 1.2% 0 0.0% 59 5.6%
導入促進条例
制定
1,016 96.3% 15 1.4% 24 2.3% 10 0.9% 3 0.3% 2 0.2% 9 0.9%
導入に資する
インフラ整備
1,039 98.5% 9 0.9% 7 0.7% 4 0.4% 0 0.0% 0 0.0% 3 0.3%
ゾーンニング 1,024 97.1% 12 1.1% 19 1.8% 10 0.9% 3 0.3% 3 0.3% 3 0.3%
炭素税の導入 1,051 99.6% 3 0.3% 1 0.1% 1 0.1% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
カーボンクレ
ジット
1,047 99.2% 4 0.4% 4 0.4% 3 0.3% 0 0.0% 0 0.0% 1 0.1%
設備導入に係
る地方債発行
1,034 98.0% 12 1.2% 8 0.8% 4 0.4% 0 0.0% 0 0.0% 4 0.4%
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　一方、都道府県については、89.3% にあたる 42 都道府県が再エネの設備の
設置補助・助成を行い（検討中を含む）、再エネ設備を自ら設置している都道
府県は 46 件であり、自ら導入していない都道府県は 1 件のみであった。都
道府県は市区町村の傾向と異なり、設備導入者への低利融資の実施は 78.7％
にあたる 37 件であり、公有財産の民間への貸出し（検討中含む）の実施は
80.9% にあたる 38 件、民間施設の斡旋（検討中含む）は 23.5% にあたる 11
件、民有地の斡旋（検討中含む）は 42.6% にあたる 20 件、新築時の再エネ導
入義務付けの実施（検討中含む）は 31.9% にあたる 15 件、導入促進計画策定
は 80.8% にあたる 38 件、ゾーニングの実施（検討中含む）は 12.7% にあた
る 6 件であった（表 2）。
　なお、2 ⊖ 1 で述べた再エネ導入目標値の設定は、本設問でいう導入促進計
画にあたると思われるが、本設問に対する回答と一致していない。これは、導
入促進計画の定義が各都道府県において一致していなかったことによると思わ
れる。
　また、各施策のきっかけについては、市区町村都道府県とも、再エネ設備の
設置補助・助成及び自らの設置については、震災前からの実施が多かったが、
都道府県における民有地の斡旋、公有地等の貸出に関する施策は FIT の導入
をきっかけに広がっていた。民有地の斡旋施策の 31.0％、公有地貸出施策の
20.2％、屋根貸し斡旋施策の 11.5％が FIT をきっかけに導入されている（実
施検討中も含む）。一方、FIT をきっかけに再エネ設備を自ら設置した自治体
は当該施策導入団体の 0.5％である 5 団体にとどまる。これは、本調査実施時
期は FIT が開始されてから 8 か月後であり、太陽光発電以外は設備設置まで
に期間を要するため、調査時点では設置されていなかったことによると思われ
る。また、太陽光発電は導入適地が広く存在し、用地さえ確保できれば設置に
関する法的規制が少なく、FIT が開始されたことにより事業採算性が確保され
たため、民間事業者の太陽光発電事業への参入が進んだ。この点について、山
下（2014）は、大規模な太陽光発電、いわゆるメガソーラーの事業実施主体
のほとんどが民間事業者であると指摘している4。そのため、民間の参入が進
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んでいる分野にあえて行政が参入することは少なかったと思われる。また、一
般的に言って、自治体は公共の福祉を追求するものであり利益を追求するもの
ではないため、FIT によって事業採算性が高まったことが導入のインセンティ
表２　再エネ導入促進のための独自政策と実施のきっかけ（都道府県の状況）
実施なし 実施を検討中 実施中
（左記「実施中」の内訳）
震災以前から
震災を
きっかけとして
FIT を
きっかけとして
きっかけ
未回答
件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合
設備設置補助 ･
助成
280 26.5% 56 5.3% 719 68.2% 372 35.3% 38 3.6% 12 1.1% 297 28.2%
設備の税制優遇 1,034 98.0% 11 1.0% 10 0.9% 1 0.1% 2 0.2% 1 0.1% 6 0.6%
設備導入者へ
の低利融資
1,004 95.2% 7 0.7% 44 4.2% 33 3.1% 1 0.1% 1 0.1% 9 0.9%
設備導入者へ
の債務保証
1,050 99.5% 4 0.4% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 0.1%
公有財産の民
間への貸出
867 82.3% 104 9.9% 84 8.0% 6 0.6% 11 1.0% 38 3.5% 29 2.8%
民間施設の斡旋 1,028 97.5% 17 1.6% 9 0.9% 3 0.3% 0 0.0% 3 0.3% 3 0.3%
民有地の斡旋 1,013 96.0% 12 1.1% 30 2.8% 2 0.2% 1 0.1% 13 1.2% 14 1.3%
証書取得支援 1,048 99.3% 5 0.5% 2 0.2% 2 0.2% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
熱の買上保証 1,050 99.5% 4 0.4% 1 0.1% 1 0.1% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
新築時の導入
義務等
996 94.4% 15 1.4% 44 4.2% 33 3.1% 3 0.3% 0 0.0% 8 0.8%
自治体自らの
導入
347 32.9% 71 6.7% 637 60.4% 378 35.8% 32 3.0% 5 0.5% 222 21.0%
自治体自らの
証書買上
1,034 98.0% 5 0.5% 16 1.5% 10 0.9% 4 0.4% 0 0.0% 2 0.2%
導入促進計画
策定
815 77.3% 51 4.8% 189 17.9% 117 11.1% 13 1.2% 0 0.0% 59 5.6%
導入促進条例
制定
1,016 96.3% 15 1.4% 24 2.3% 10 0.9% 3 0.3% 2 0.2% 9 0.9%
導入に資する
インフラ整備
1,039 98.5% 9 0.9% 7 0.7% 4 0.4% 0 0.0% 0 0.0% 3 0.3%
ゾーンニング 1,024 97.1% 12 1.1% 19 1.8% 10 0.9% 3 0.3% 3 0.3% 3 0.3%
炭素税の導入 1,051 99.6% 3 0.3% 1 0.1% 1 0.1% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
カーボンクレ
ジット
1,047 99.2% 4 0.4% 4 0.4% 3 0.3% 0 0.0% 0 0.0% 1 0.1%
設備導入に係
る地方債発行
1,034 98.0% 12 1.2% 8 0.8% 4 0.4% 0 0.0% 0 0.0% 4 0.4%
4 山下（2014）は、メガソーラー事業主体の属性を調査し、その多くが民間事業者
であることを明らかにしている。
237
千葉大学　公共研究　第 11 巻第１号（2015 年３月）
ブにはなり得なかったことも理由として考えられる。
2-4　補助 ･ 助成対象となる再生エネ種別
　市区町村において補助・助成の対象で最も多いのが住宅用太陽光発電であり、
63.7% にあたる 760 市区町村が対象としており、次いで太陽熱利用およびバ
イオマス熱利用であり ､10.1％にあたる 120 市区町村が対象としている。
　都道府県においては、補助・助成の対象となる再エネ設備の種別としては、
住宅用太陽光発電を 33 団体（70.2％）が対象としているほか、事業用太陽光
発電（19 団体、40.4％）、バイオマス熱利用（19 団体、40.4％）、小水力発電（18 
団体 38.3％）、太陽熱利用（17 団体、36.2％）、風力発電（17 団体、36.2％）
を対象としている（図 4）。
　また、市区町村の人口規模別に集計したものが表 3 である。
　住宅用太陽光発電について人口規模別の補助・助成対象割合を見てみると、
人口 3 万人以上（概ね「市」の規模）では 82% の市区町村が補助対象として
いるが、5000 人～ 3 万人（概ね「町」規模）では 67%、5000 人未満（概ね「村」
図 4　補助・助成の状況
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規模）では 33% となっている。
2-5　自治体自らの導入状況
　市区町村が自ら設置 ･導入した再エネ設備のうち、一番多いのが太陽光発電
設備であり、51.3％にあたる 639 市区町村が導入している。風力発電設備に
ついては、10.9％にあたる 136 市区町村が、バイオマス熱利用設備について
は 10.2% にあたる 127 市区町村が導入している。
　一方、都道府県が自ら導入している再エネ種別については、太陽光発電を
44 団体（91.5％）が導入しているほか、小水力発電が 34 団体（72.3％）、風
力発電が 28 団体（59.6％）となっている。一方、再生可能エネルギー熱の
設備については、バイオマス熱利用 20 団体（42.6％）、太陽熱利用 15 団体
（31.9％）、地中熱利用 11 団体（23.4％）と、導入している都道府県はそれぞ
れ半数に満たない（図 5）。
　また、市区町村の導入状況を人口規模別に集計したものが表 4 である。
　風力発電、小水力発電については、人口 50 万人以上の導入割合がほかの規
模の導入割合と比べ高くなっている。
2-6　再エネ導入促進における課題
　市区町村において、最大の問題となっているのは「財源の不足」であり、回
答数の 74.8％にあたる 788 市区町村が問題であると答えている。
　次いで、「人員の不足」46.4％、「組織としての経験不足」42.5% となっている。
表 3　市区町村における再エネに対する補助・助成の人口規模別状況
　
住宅用
太陽光
発電
事業用
太陽光
発電
風力
発電
小水力
発電
バイオマス
発電
太陽熱
利用
地中熱
利用
バイオマス
熱利用
温泉熱
発電
地熱
発電
5000 人未満 33% 2% 0% 1% 0% 3% 1% 9% 0% 0%
5000 人～ 3 万人未満 67% 3% 2% 2% 1% 7% 1% 14% 1% 0%
3 万人～ 20 万人未満 82% 6% 3% 2% 1% 11% 0% 9% 1% 0%
20 万人～ 50 万人未満 91% 27% 4% 5% 2% 32% 5% 16% 1% 1%
50 万人以上 92% 33% 4% 0% 0% 58% 8% 8% 0% 0%
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　都道府県において、「財源の不足」を問題としているのは 27 件（57.4%）で
あった。
　再エネに関する域内の導入量・賦存量の現状把握や情報の入手について問題
としている都道府県は 32 件（68.1%）であった。
　また、15（31.9%）の都道府県が法規制等を問題としているという結果となっ
た（図 6）。
2-7　再エネ導入量把握の状況
　市区町村においては、住宅用太陽光発電設備については、設備容量は回答数
表 4　市区町村における人口規模別再エネ導入（自治体自らの設置）状況
　 太陽光発電 風力発電 小水力発電 太陽熱利用 地中熱利用
5000 人未満 15% 4% 0% 0% 5%
5000 人～ 3 万人未満 27% 2% 1% 1% 8%
3 万人～ 20 万人未満 45% 3% 3% 0% 6%
20 万人～ 50 万人未満 66% 9% 15% 4% 12%
50 万人以上 65% 27% 30% 5% 5%
図 5　自治体自らの設置状況
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の 51.1% にあたる 539 市区町村が把握しており、設置件数については 62.9％
にあたる 664 市区町村が把握している。住宅用太陽光発電以外については、
あまり把握されていなかった（表 5）。
　都道府県においては、住宅用太陽光発電設備容量（86.8％）及び設置件数
（86.1％）、事業用太陽光発電設備容量（86.8％）、バイオマス発電設備容量
（75.0％）については概ね把握しているといえるが、それ以外についてはあま
り把握されていない状況であった（表 6）。
2-8　都道府県における市区町村への支援の状況
　89% の都道府県が再エネ導入に関する情報を市区町村へ提供している。ま
た、55% の都道府県が市区町村に対し財政的支援を行っている（図 7）。
2-9　再エネ導入促進における市町村区及び都道府県の役割について
　市区町村の回答においては、ほとんどの項目について県の役割を期待してお
り、特に導入計画策定、財政的支援、賦存量等情報提供については、県への期
待が大きい。このことの理由の一つとして、次のことが想定できる。
　導入計画を策定するには、エリア内にどのような再エネがどれくらい賦存す
図 6　再生可能エネルギー導入促進における課題
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表 5　市区町村における再エネ導入に関する把握状況
市区町村状況
把握なし 把握している
（←左記「把握」の内訳）
一部把握 概ね把握
把握の程度
未記入
件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合
住宅用太陽光発
電設備容量
516 48.9% 539 51.1% 334 31.7% 183 17.3% 22 2%
住宅用太陽光発
電設置件数
391 37.1% 664 62.9% 392 37.2% 249 23.6% 23 2%
事業用太陽光発
電設備容量
856 81.1% 199 18.9% 140 13.3% 51 4.8% 8 1%
事業用太陽光発
電設置件数
836 79.2% 219 20.8% 150 14.2% 62 5.9% 7 1%
太陽熱温水器設
置件数
967 91.7% 88 8.3% 79 7.5% 7 0.7% 2 0%
バイオマス発電
設備容量
978 92.7% 77 7.3% 36 3.4% 39 3.7% 2 0%
ペレットボイラー
設置台数
986 93.5% 69 6.5% 34 3.2% 35 3.3% 0 0%
チップボイラー
設備台数
1011 95.8% 44 4.2% 21 2.0% 23 2.2% 0 0%
薪ボイラー設置
台数
1030 97.6% 25 2.4% 13 1.2% 10 0.9% 2 0%
ペレットストーブ
設置台数
939 89.0% 116 11.0% 74 7.0% 37 3.5% 5 0%
薪ストーブ設置
台数
999 94.7% 56 5.3% 42 4.0% 10 0.9% 4 0%
木 質 ペ レ ッ ト 
生産量
1007 95.5% 48 4.5% 13 1.2% 33 3.1% 2 0%
薪生産量 1041 98.7% 14 1.3% 10 0.9% 3 0.3% 1 0%
地中熱設備設置
台数
1030 97.6% 25 2.4% 13 1.2% 12 1.1% 0 0%
小型風力設置台数 997 94.5% 58 5.5% 38 3.6% 16 1.5% 4 0%
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表 6　都道府県における再エネ導入に関する把握状況
都道府県状況
把握なし 把握している
（←左記「把握」の内訳）
一部把握 概ね把握
把握の程度未
記入
件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合
住宅用太陽光発
電設備容量
5 13.2% 33 86.8% 6 15.8% 27 71.1% 0 0%
住宅用太陽光発
電設置件数
5 13.9% 31 86.1% 5 13.9% 26 68.4% 0 0%
事業用太陽光発
電設備容量
5 13.2% 33 86.8% 15 39.5% 17 44.7% 1 3%
事業用太陽光発
電設置件数
14 35.0% 26 65.0% 13 32.5% 12 31.6% 1 3%
太陽熱温水器設
置件数
28 63.6% 16 36.4% 10 22.7% 6 15.8% 0 0%
バイオマス発電
設備容量
8 25.0% 24 75.0% 7 21.9% 17 44.7% 0 0%
ペレットボイラー
設置台数
23 65.7% 12 34.3% 5 14.3% 7 18.4% 0 0%
チップボイラー
設備台数
23 67.6% 11 32.4% 6 17.6% 5 13.2% 0 0%
薪ボイラー設置
台数
34 82.9% 7 17.1% 3 7.3% 4 10.5% 0 0%
ペレットストーブ
設置台数
26 65.0% 14 35.0% 7 17.5% 7 18.4% 0 0%
薪ストーブ設置 
台数
39 86.7% 6 13.3% 6 13.3% 0 0.0% 0 0%
木 質 ペ レ ッ ト 
生産量
18 51.4% 17 48.6% 2 5.7% 15 39.5% 0 0%
薪生産量 36 81.8% 8 18.2% 3 6.8% 5 13.2% 0 0%
地中熱設備設置
台数
32 78.0% 9 22.0% 6 14.6% 3 7.9% 0 0%
小型風力設置台数 27 69.2% 12 30.8% 10 25.6% 2 5.3% 0 0%
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るかを把握する必要がある。一般的には、太陽光5 以外の再エネの賦存量を把
握するためには多額の調査費用を要するケースが多い。例えば小水力発電は、
落差と流量6 の数値が大きいほど、出力が大きくなり、河川や用水路において、
落差と流量の大きい地点を抽出するには、現地踏査をするか GIS 情報や航空
写真を利用して推計することになる。しかし自治体職員が自前で調査をするに
は知識やノウハウの面で困難なため、民間事業者へ外部委託することとなり、
エリアが広くなればなるほど、費用を要することとなる。また、賦存量が判明
したからといって必ずしも導入量が増えるわけではないため、費用対効果にお
いて住民への説明が難しく、市区町村が自ら賦存量を把握することは財政的に
難しい場合があり、都道府県に実施を期待することとなる。
　また、許認可 ､ 送電網などの基盤整備、地域金融育成については約 2 割の
市区町村が、技術的支援については約 3 割の市区町村が県の役割を期待して
いるのに対し、市区町村自らの役割としているのは 1 割に満たない。再エネ
事業実施において必要となる許認可について市区町村が自らの役割としていな
図 7　都道府県における市区町村への支援の状況
5 市区町村は、エリア内の航空写真（国勢調査に合わせて撮影することが多い）や
詳細な地図情報を収集していることが多く、太陽光発電設備を設置するにあたり適
地となり得る土地等を把握することが可能な場合がある。
6 小水力発電の理論上の最大出力は 9.8 ×流量（m3/s）× 落差 × 設備効率（70% を
用いることが多い）で求められる。
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い理由としては、農地法、河川法、電気事業法等、都道府県や国が許可権限を
持つものが多いためと思われる。
　都道府県の回答においては、導入計画策定、財政的支援、賦存量等情報提供、
自ら導入について市区町村の役割を期待するとともに、都道府県自らの役割で
あるとの認識もしている。
　市区町村と都道府県の間で認識のミスマッチは、以下のとおりであった（図 8）。
・ 導入計画策定：57% の都道府県が市区町村に策定して欲しいと思っている
が、43% の市区町村は都道府県の役割と思っている。
・ 財政的支援：75％の市区町村が都道府県の役割と思っているが、43％の都
道府県は市区町村の役割と思っている。
・ 賦存量等情報提供：自らの役割と思っている市区町村は 35％だが、60％の
都道府県は市区町村の役割だと思っている。
・ 自らの導入：70％の都道府県が市区町村の役割と思っているのに対し、自
ら導入するべきと思っている市区町村は 48％である。
図 8　再エネ導入促進における市町村区及び都道府県の役割
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2-10　再エネ担当課の人員体制について
　回答のあった市区町村の中で、専任職員（業務の 50％以上が再エネ関係）
も兼任職員（業務の 50％未満が再エネ関係）もいない市区町村が 94（回答
市区町村の 8.9％）あった。また、兼任職員 1 人のみが 355（回答市区町村の
33.6%）、兼任職員 2 人のみが 201（回答市区町村の 19.1%）という結果となっ
た。担当職員がいない市区町村を含め、回答市区町村の 61.6％は、兼任職員 2 
名以下で業務を進めていることがわかった。
　都道府県においては、専任職員（業務の 50％以上が再エネ関係）は 248 人（平
均 5.3 人）、兼任職員（業務の 50％未満が再エネ関係）は 55 人（平均 1.2 人）
となっている。
　専任職員（兼任職員の有無は考慮しない）、兼任職員（専任職員の有無は考
慮しない）それぞれの配置状況を表 8 に集計した。
　市区町村において、専任職員を配置していないという回答は 817 件（回答
市区町村の 77.4%）であった。一方、都道府県回答においては、専任職員も兼
任職員も配置されていないというものはなく、専任職員が置かれていないのは
3 県、専任職員が 1 名なのは 2 府県となっている。
　また、市区町村における回答を人口規模別に集計した結果が表 9 である。
　専任職員の配置については、人口 30 万人～ 50 万人未満（「中核市」の規
模）においては、同規模市区町村数の 54.8％にあたる 23 市区町村が配置して
いるが、5000 人～ 3 万人では 14.6％にあたる 50 市区町村、5000 人未満では
11.8% にあたる 12 市区町村にとどまっている。人口規模が小さい市区町村ほ
ど兼任職員の配置という割合が高くなっているが、人口規模が大きいからと
いって専任職員数が多くなるという結果にはならなかった。
　例えば、政令市レベルの市であってもその 13％が兼任職員のみ 2 名以下
の配置である一方、いわゆる村レベル（人口 5000 人未満）であってもその
10.8％が専任職員を 2 名以下配置している。例を挙げると、Ｓ市は人口約 71
万 6000 人であるが専任職員はおらず、兼任職員 1 名のみの配置である。Ｋ市
は人口約 154 万 5000 人であるが専任職員はおらず兼任職員 2 名のみの配置で
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表 8　再エネ担当課の専任及び兼任職員の配置状況
市区町村回答 都道府県回答
専任職員 兼任職員 専任 + 兼任 専任職員 兼任職員 専任 + 兼任
件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合
０人 817 77.4% 233 22.1% 0 0.0% 3 6.4% 29 61.7% 0 0.0%
１人 112 10.6% 392 37.2% 411 39.0% 2 4.3% 6 12.8% 1 2.1%
２人 70 6.6% 227 21.5% 268 25.4% 6 12.8% 4 8.5% 3 6.4%
３人 25 2.4% 112 10.6% 134 12.7% 6 12.8% 3 6.4% 7 14.9%
４人 11 1.0% 46 4.4% 69 6.5% 9 19.1% 1 2.1% 10 21.3%
５人 7 0.7% 26 2.5% 40 3.8% 2 4.3% 0 0.0% 1 2.1%
６人 3 0.3% 9 0.9% 14 1.3% 4 8.5% 1 2.1% 2 4.3%
７人 4 0.4% 2 0.2% 9 0.9% 1 2.1% 2 4.3% 3 6.4%
８人 1 0.1% 4 0.4% 9 0.9% 6 12.8% 1 2.1% 8 17.0%
９人 2 0.2% 2 0.2% 5 0.5% 1 2.1% 0 0.0% 3 6.4%
10 人 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 2.1% 0 0.0% 2 4.3%
11 人 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 2 4.3% 0 0.0% 2 4.3%
12 人 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 2 4.3% 0 0.0% 2 4.3%
13 人 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 2 4.3% 0 0.0% 2 4.3%
14 人 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 2.1%
15人以上 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
表 9　市区町村における人口規模別の再エネ担当課職員配置状況
兼任職員
のみ１名
兼任職員
のみ２名
兼任職員
のみ 
３名以上
専任職員
１名
専任職員
２名
専任職員
３名
専任職員
４名
専任職員
５名以上
5000 人未満 63.7% 14.7% 9.8% 8.8% 2.0% 1.0% 0.0% 0.0%
5000 人～ 3 万人未満 49.6% 23.6% 12.2% 9.6% 4.1% 0.9% 0.0% 0.0%
3 万人～ 20 万人未満 27.5% 23.6% 19.9% 13.5% 9.3% 3.7% 1.5% 0.7%
20 万人～ 30 万人未満 5.9% 2.9% 41.2% 14.7% 14.7% 8.8% 5.9% 5.9%
30 万人～ 50 万人未満 4.8% 9.5% 31.0% 14.3% 16.7% 2.4% 2.4% 19.0%
50 万人以上 4.3% 8.7% 21.7% 13.0% 13.0% 8.7% 8.7% 21.7%
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ある。一方、人口約 1700 人のＨ町は専任職員 2 人のみを配置している。Ｔ町
は人口約 3600 人であるが新エネルギー係を設置し専任職員 1 名を配置してい
る。これは、歴史の浅い政策を所管する所属というのは首長のその分野への取
り組み姿勢が反映されることが多いためではないかと思われる。
3 ．再エネ導入政策の効果について
　以上、自治体における再エネ導入促進のための政策の状況について、本調査
により明らかになった。ここで、政策の効果について分析してみる。分析の視
角や手法は様々あるが、本調査項目中、再エネ導入目標値の設定と補助・助成
制度という二つの政策の効果の尺度の一つとして、どれだけ再エネ設備が導
入されたかを採用し、分析を試みる。なお、「どれだけ導入されたか」につい
て，資源エネルギー庁が公表している FIT の設備認定における稼働状況のデー
タを用いることとした。FIT の対象となる再エネ種別は、太陽光発電、風力発
電、小水力発電、バイオマス発電、地熱発電であるが、太陽光発電以外は計画
から設備設置までの期間が長く、稼働件数が少ないことから太陽光発電につい
ての分析を行うこととした。また、FIT における太陽光発電は主に住宅用太陽
光発電設備が想定される 10kW 未満の設備と事業用が想定される 10kW 以上
の設備とに区分されているが、本調査結果において住宅用太陽光発電について
導入目標値を設定していたり、補助・助成の対象としている市区町村数は多い
が、事業用太陽光発電については少ないため、10kW 未満の設備についてのデー
タを用いて分析を行った。
　具体的には、資源エネルギー庁が公表している市区町村別の 10kW 未満の
太陽光発電設備稼働状況で直近のデータ7 である平成 26 年 8 月末現在の稼働
件数を同時点の市区町村世帯数8 で除し標準化させパーセンテージで表し（図
11 の円周上の数値）、住宅用太陽光発電を導入目標値の項目としている市区町
村としていない市区町村、および、住宅用太陽光発電を補助・助成の対象とし
7 資源エネルギー庁「固定価格買取制度　情報公表用ウェブサイト」
http://www.ﬁt.go.jp/statistics/contents/B_city201408.xls　（2014 年 12 月 10 日）
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ている市区町村としていない市区町村それぞれについてレーダーチャートを作
成した（図 9）。
　その結果、導入目標値の項目とした場合もしない場合も世帯数に対する稼働
設備件数の割合の違いはあまり見られなかった。一方、補助・助成の有無につ
いては、補助・助成制度のある市区町村の方がない市区町村よりも、世帯数に
対する稼働件数の割合が高かった。
　以上により、住宅用太陽光発電については。導入目標値の項目として設定す
ることは、設備導入件数にあまり寄与しないが、補助・助成制度は設備導入件
数に寄与しているという結果となった。
図 9　再エネ導入政策の効果
8 各都道府県が公表している住民基本台帳月報または月別人口推計により、平成 26
年 9 月 1 日時点の世帯数推計値を使用した。ただし、当該データを公表していない
都道府県については、住民基本台帳年報の直近データ（平成 26 年 1 月 1 日時点）を
使用した。
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4 ．今後の研究見通し
　本調査結果から、都道府県レベルでは、独自政策において ､ 設備設置補助 ･
助成（89.4％が実施）や低利融資（78.7％が実施）、公有財産の民間への貸し
出し（80.9％が実施）、民有地の斡旋（42.6％が実施）、自らの導入（97.9％が
実施）､ 導入計画策定（80.9％が実施）について取り組んでいることや、太陽
光発電以外の種別についても風力発電 ､小水力発電、バイオマス発電、太陽熱
利用、バイオマス熱利用を補助 ･ 助成制度の対象としている都道府県が 3 ～ 4
割程度あることや、44 都道府県が専任職員を配置している等、の状況である
と分かった。一方、市区町村では、独自政策において実施率が 50％を超えた
のは、設備設置補助 ･ 助成（73.5％が実施）、自らの導入（62.1％が実施）の
みであり、他の政策についてはほとんどの実施率が 1 割以下であったことや、
補助 ･助成の対象となる種別について、住宅用太陽光発電以外を対象としてい
る市区町村は 1 割以下にとどまったこと、77.4％の市区町村が再エネに関する
専任職員を配置していないという状況であることから、都道府県と比べて再エ
ネ政策展開はあまり進んでいないということが分かった。
　これは、市区町村が再エネ導入促進において課題ととらえている、財政不足・
人員不足・ノウハウ不足（2 ⊖ 6 参照）といった定量的な問題のほかに、再エ
ネ政策について自らの役割と認識していないということ（2 ⊖ 9 参照）による
ものと考えられる。
　地方自治体の役割は大きくなっているといっても、自らの主体性で技術導
入や政策展開を図るには至っていない（馬場ほか（2004））と指摘されてから
10 年経過しているが、前述したように先進的な取り組みを行う市区町村が出
現してきた一方で、本調査結果から自らの主体性で政策展開を図る市区町村は
まだ少ないという状況が読み取れた。
　しかし、本調査の実施時期は FIT が開始されて 8 か月後であり、本格的
な再エネ導入は緒に就いたばかりの時期であったといえる。FIT を適用した
再エネ設備の稼働状況9 を出力ベースで見てみると 2013 年 3 月末時点では
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1,768,057kW だったものが 2014 年 8 月末現在では 12,559,708kW と約 7 倍
増加している。この伸びの 98.7％は太陽光発電によるものである。これら実
施された太陽光発電事業のすべてが行政の施策展開により実施に至ったとはい
えないが、3 で述べたように、住宅用太陽光発電については、自治体の補助・
助成制度が住宅用太陽光発電の導入促進に寄与していると考えられ、行政の施
策の成果もあるのではないか。前回調査から 2 年が経過する 2015 年 3 月に本
調査を再度実施し、状況の変化を見るとともに、調査結果以外の再エネに関す
る公開されているデータを使用して、定量・定性的な分析を行い、再エネの普
及促進と自治体の政策展開の関連について考察をしていく予定である。
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市区町村における再生可能エネルギー導入政策に関する調査
 千葉大学倉阪研究室
　千葉大学倉阪研究室においては、NPO 法人環境エネルギー政策研究所と共同で「永
続地帯」研究を行い、全市区町村（東京 23 区含む）の再生可能エネルギー供給量の
推計を行うなど、再生可能エネルギー政策研究を進めてまいりました。2011 年には、
被災地自治体を除く市町村を対象として、本調査と同様の調査を実施したところで
す。また、昨年には地域のエネルギー活用モデル条例も作成しています。今般、全
市町村を対象とする標記調査を実施することといたしました。ご回答のあった市町
村名と集計データのみ公表することとし、個別の回答内容は公表いたしません。趣
旨をご理解いただき、ご協力いただきますようお願い申し上げます。ご多忙中、恐
縮ですが、本票にご回答を記入の上、同封の返信用封筒によって、2013 年 3 月 8 日
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（金）必着でご返送いただければ幸いです。なお、メールにて返送を希望される方には、
アンケートのワードファイルをお送りしますので、kurasaka@le.chiba-u.ac.jp（倉阪）
までご連絡ください。
　永続地帯研究は http://sustainable-zone.org/　参照　地域エネモデル条例は
http://homepage3.nifty.com/kurasaka/
〈本件調査連絡先〉　千葉大学大学院人文社会科学研究科教授　倉阪秀史
 kurasaka@le.chiba-u.ac.jp　（メールにてお問い合わせいただきますようお願いしま
す。）
問 1．貴自治体では、再生可能エネルギーの導入目標を設定していますか。
　　 ａ．設定している　　b．設定していない
問 2．（問 1 でａ．と回答された方にお聞きします）　その目標を具体的にお教えくだ
さい。
目標の対象 導入目標量（単位） 達成予定期限 改訂予定の有無
問 3．（問 1 で b. と回答された方にお聞きします）　導入に向けた動きの状況をお教
えください。
　　 ａ．現在設定に向けて検討中である。
　　 （可能ならば、設定予定の年月をお書きください。　年　　　　月）
　　 ｂ．設定に向けた検討は行っていないが、将来的に設定する可能性はある。
　　 ｃ．今後とも設定する予定はない。
　　 ｄ．わからない
　　 ｅ．その他（ ）
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問 4．（再生可能エネルギーの導入目標を既設定であるか、設定を現在検討中の場合
のみご回答ください）貴自治体では、再生可能エネルギーの導入目標を設定す
る際に、どのようなデータを根拠として目標値を設定されましたか（あるいは
設定しようとお考えですか）。（複数回答可）
　　 ａ．政府の関連文献
　　 （可能ならば参照した文献名をお書きください： ）
　　 ｂ．都道府県の関連文献
　　 （可能ならば参照した文献名をお書きください： ）
　　 ｃ．他自治体の目標値
　　 （可能ならば参考にした自治体名をお書きください： ）
　　 ｄ．他国の目標値
　　 （可能ならば参考にした国名をお書きください： ）
　　 ｅ．他国の自治体の目標値
　　 （可能ならば参考にした自治体名をお書きください： ）
　　 ｆ．自らの行政区域内での再生可能エネルギーの導入実績
　　 ｇ．自らの行政区域内での再生可能エネルギーの導入ポテンシャルの試算
　　 ｈ．わからない
　　 ｉ．その他（ ）
問 5．再生可能エネルギーの導入促進のために、貴自治体において独自に実施してい
る（あるいは実施を検討中の）政策を次の中から選んでください。（複数回答可）
　　 ａ．再生可能エネルギー設備の設置補助・助成
　 　 ‌（実施中　〈震災以前から実施・震災をきっかけに実施・固定価格買取制度をきっかけ
に実施〉　実施を検討中）
　　 ｂ．再生可能エネルギー設備の税制優遇
　 　 ‌（実施中　〈震災以前から実施・震災をきっかけに実施・固定価格買取制度をきっかけ
に実施〉　実施を検討中）
　　 ｃ．再生可能エネルギー設備導入者への低利融資
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　 　 ‌（実施中　〈震災以前から実施・震災をきっかけに実施・固定価格買取制度をきっかけ
に実施〉　実施を検討中）
　　 ｄ．再生可能エネルギー設備導入者への債務保証
　 　 ‌（実施中　〈震災以前から実施・震災をきっかけに実施・固定価格買取制度をきっかけ
に実施〉　実施を検討中）
　　 ｅ．公有地・公共施設の屋根の再生可能エネルギー企業への貸出
　 　 ‌（実施中　〈震災以前から実施・震災をきっかけに実施・固定価格買取制度をきっかけ
に実施〉　実施を検討中）
　　 ｆ．民間施設・住宅の屋根の再生可能エネルギー企業への斡旋
　 　 ‌（実施中　〈震災以前から実施・震災をきっかけに実施・固定価格買取制度をきっかけ
に実施〉　実施を検討中）
　　 ｇ．民有地の再生可能エネルギー企業への斡旋
　 　 ‌（実施中　〈震災以前から実施・震災をきっかけに実施・固定価格買取制度をきっかけ
に実施〉　実施を検討中）
　　 ｈ．再生可能エネルギー証書の取得がメリットになるような施策
　 　 ‌（実施中　〈震災以前から実施・震災をきっかけに実施・固定価格買取制度をきっかけ
に実施〉　実施を検討中）
　　 ｉ．再生可能エネルギー熱の公共施設における買い上げ保証制度の実施
　 　 ‌（実施中　〈震災以前から実施・震災をきっかけに実施・固定価格買取制度をきっかけ
に実施〉　実施を検討中）
　 　 ｊ． 建物の新築時における再生可能エネルギー設備の導入配慮を求める施策
　　  （実施中　〈震災以前から実施・震災をきっかけに実施・固定価格買取制度をきっかけ
に実施〉　実施を検討中）
　　 ｋ．貴自治体自らによる再生可能エネルギー設備の設置・導入　
　　  （実施中　〈震災以前から実施・震災をきっかけに実施・固定価格買取制度をきっかけ
に実施〉　実施を検討中）
　　 ｌ．貴自治体自らによる再生可能エネルギー証書の買い上げ
　　  （実施中　〈震災以前から実施・震災をきっかけに実施・固定価格買取制度をきっかけ
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に実施〉　実施を検討中）
　　 ｍ．再生可能エネルギーの導入促進のための行政計画策定
　　  （実施中　〈震災以前から実施・震災をきっかけに実施・固定価格買取制度をきっかけ
に実施〉　実施を検討中）
　　 ｎ．再生可能エネルギーの導入促進のための条例の制定
　　  （実施中　〈震災以前から実施・震災をきっかけに実施・固定価格買取制度をきっかけ
に実施〉　実施を検討中）
　　 ｏ．再生可能エネルギー導入に資する熱導管などの設備の整備
　　  （実施中　〈震災以前から実施・震災をきっかけに実施・固定価格買取制度をきっかけ
に実施〉　実施を検討中）
　　 ｐ． 再生可能エネルギー設備の導入適地・不適地に関するゾーニングの実施
　　  （実施中　〈震災以前から実施・震災をきっかけに実施・固定価格買取制度をきっかけ
に実施〉　実施を検討中）
　　 ｑ．温室効果ガスの排出量に応じた課税の導入
　　  （実施中　〈震災以前から実施・震災をきっかけに実施・固定価格買取制度をきっかけ
に実施〉　実施を検討中）
　　 ｒ． 温室効果ガスの排出量の排出事業者への割当てと事業者間での取引制度の
導入
　　  （実施中　〈震災以前から実施・震災をきっかけに実施・固定価格買取制度をきっかけ
に実施〉　実施を検討中）
　　 ｓ．再生可能エネルギー設備導入のための地方債の発行
　　  （実施中　〈震災以前から実施・震災をきっかけに実施・固定価格買取制度をきっかけ
に実施〉　実施を検討中）
　　 ｔ．その他（ ）
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問 6．（問 5 でａに〇を付けられた自治体にお聞きします）　補助・助成の対象となる
再生可能エネルギー種をすべて選んでください。（複数回答可）
　　 ａ．住宅用太陽光発電‌ ｂ．事業用太陽光発電
　　 ｃ．風力発電‌ ｄ．小水力発電
　　 ｅ．地熱発電（温泉発電除く） ｆ．温泉発電
　　 ｇ．バイオマス発電 ｈ．太陽熱利用（給湯器など）
　　 ｉ．地中熱利用
　　 ｊ．バイオマス熱利用（薪・ペレットストーブなど）
　　 ｋ．温泉熱利用（浴用以外の熱供給）‌ ｌ．雪氷熱利用
　　 ｍ．その他（ ）
問 7．（問 5 でｋに〇を付けられた自治体にお聞きします）　貴自治体が自ら設置・導
入した再生可能エネルギー設備の種類をすべて選んでください。（複数回答可）
　　 ａ．太陽光発電 ｂ．風力発電
　　 ｃ．小水力発電 ｄ．地熱発電（温泉発電除く）
　　 ｅ．温泉発電 ｆ．バイオマス発電
　　 ｇ．太陽熱利用（給湯器など） ｈ．地中熱利用 
　　 ｉ．バイオマス熱利用（薪・ペレットストーブなど）
　　 ｊ．温泉熱利用（浴用以外の熱供給）
　　 ｋ．雪氷熱利用 ｌ．その他（　 ）
問 8．（問 5 でｎに〇を付けられた自治体にお聞きします）　貴自治体で制定されてい
る再生可能エネルギー導入促進のための条例をお教えください。
条例名 制定年
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問 9．貴自治体で導入している再生可能エネルギー施策のうち、他の自治体に見られ
ないユニークな取り組みであると考えられるものがあれば、ご紹介ください。
問 10．再生可能エネルギーに関する政策を行うにあたって、貴自治体において問題
となっていることはありますか。（複数回答可）
　　　ａ．財源の不足 ｂ．人員の不足
　　　ｃ．組織としての経験の不足
　　　ｄ．再生可能エネルギー導入量の把握が困難
　　　ｅ．再生可能エネルギー賦存量の把握が困難
　　　ｆ．その他再生可能エネルギーに関する情報入手が困難
　　　ｇ．他自治体との政策調整の問題 ｈ．都道府県との政策調整の問題
　　　ｉ．法律上の権限の制約 ｊ．市民・事業者の関心の低さ
　　　ｋ．電力会社との調整の問題 ｌ．その他（ ）
問 11．貴自治体の域内における再生可能エネルギー設備の情報の中で、貴自治体が
把握しているものをすべてお答えください（永続地帯研究に基づく数値を除
く。複数回答可）。
　　　ａ．住宅用太陽光発電設備容量　（一部把握　概ね把握）　
　　　ｂ．住宅用太陽光発電設置件数　（一部把握　概ね把握）
　　　ｃ．事業用太陽光発電設備容量　（一部把握　概ね把握）
　　　ｄ．事業用太陽光発電設置件数　（一部把握　概ね把握）
　　　ｅ．太陽熱温水器設置台数　　　（一部把握　概ね把握）　
　　　ｆ．バイオマス発電設備容量　　（一部把握　概ね把握）
　　　ｇ．ペレットボイラー設置台数　（一部把握　概ね把握）
　　　ｈ．チップボイラー設置台数　　（一部把握　概ね把握）
　　　ｉ．薪ボイラー設置台数　　　　（一部把握　概ね把握）
　　　ｊ．ペレットストーブ設置台数　（一部把握　概ね把握）
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　　　ｋ．薪ストーブ設置台数　　　　（一部把握　概ね把握）
　　　ｌ．木質ペレット生産量　　　　（一部把握　概ね把握）
　　　ｍ．薪生産量　　　　　　　　　（一部把握　概ね把握）　
　　　ｎ．地中熱設備設置台数　　　　（一部把握　概ね把握）
　　　ｏ．小型風力（20kW 未満）設置台数（一部把握　概ね把握）
問 12．今後、国内で再生可能エネルギーの導入を拡大するにあたって、市区町村は
どのような役割を担うべきであると思いますか。（複数回答可）
　　　ａ．域内の再生可能エネルギー導入計画の策定
　　　ｂ．再生可能エネルギー利用に関する許認可
　　　ｃ．助成金など財政的支援 ｄ．設備設置のための技術的支援
　　　ｅ．再生可能エネルギー導入ポテンシャルなどの情報提供
　　　ｆ．再生可能エネルギー設備の自ら設置
　　　ｇ．専門的人材の育成
　　　ｈ．送電網の敷設など再生可能エネルギー利用基盤の整備
　　　ｉ．再生可能エネルギーの地域金融の育成　　ｊ．その他（ ）
問 13．今後、国内で再生可能エネルギーの導入を拡大するにあたって、都道府県は
どのような役割を担うべきであると思いますか。（複数回答可）
　　　ａ．域内の再生可能エネルギー導入計画の策定
　　　ｂ．再生可能エネルギー利用に関する許認可
　　　ｃ．助成金など財政的支援 ｄ．設備設置のための技術的支援
　　　ｅ．再生可能エネルギー導入ポテンシャルなどの情報提供　
　　　ｆ．再生可能エネルギー設備の自ら設置
　　　ｇ．専門的人材の育成
　　　ｈ．送電網の敷設など再生可能エネルギー利用基盤の整備
　　　ｉ．再生可能エネルギーの地域金融の育成　ｊ．その他（ ）
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問 14．以下に掲げる再生可能エネルギー導入拡大のための国の施策について、地方
自治体の視点からの必要度をお答えください。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大きい 小さい
　　　ａ．再生可能エネルギー導入の国家目標の策定
 5　－　4　－　3　－　2　－　1
　　　ｂ．再生可能エネルギー電気の固定価格買取制度の維持
 5　－　4　－　3　－　2　－　1
　　　ｃ．再生可能エネルギー設備の設置補助金の強化
 5　－　4　－　3　－　2　－　1
　　　ｄ．再生可能エネルギーに関する地方交付金の創設
 5　－　4　－　3　－　2　－　1
　　　ｅ．電気事業者に対する再生可能エネルギーの接続義務づけの強化
 5　－　4　－　3　－　2　－　1
　　　ｆ．建物に対する再生可能エネルギー設備の設置義務づけ
 5　－　4　－　3　－　2　－　1
　　　ｇ．再生可能エネルギー設備設置に関わる規制緩和
 5　－　4　－　3　－　2　－　1
　　　ｈ．再生可能エネルギー設備設置のための技術支援情報の提供
 5　－　4　－　3　－　2　－　1
　　　ｉ．再生可能エネルギー導入に関するポテンシャル情報の提供
 5　－　4　－　3　－　2　－　1
　　　ｊ．再生可能エネルギーに関する専門的人材の育成
 5　－　4　－　3　－　2　－　1
　　　ｋ．再生可能エネルギーの設置者に関する資格制度の創設
 5　－　4　－　3　－　2　－　1
　　　ｌ．再生可能エネルギー利用のための送電網の敷設
 5　－　4　－　3　－　2　－　1
　　　ｍ．変動を吸収するための蓄エネルギー設備への助成
260
地方自治体における再生可能エネルギー政策の現状と課題
 5　－　4　－　3　－　2　－　1
　　　ｎ．再生可能エネルギー資金を地域で集める仕組みの強化
 5　－　4　－　3　－　2　－　1
　　　ｏ．その他重要と思われる施策があればご記入ください
　　　（ ）
問 15．再生可能エネルギーに関連する貴自治体の主たる担当課・係の状況について、
以下の情報をお教えください。
担当課名 調査票送付先との変更
あり　　　なし
担当係名（課の中に複数の関連係があるばあいには、そのすべて）
担当課の中で「再生可能エネルギー」を担当する職員数
　常勤職員専任（50％以上） 名　
　常勤職員兼任（50％以下） 名　
　非常勤職員 名　
連絡先 e-mail アドレス
ご担当者名
問 16．国の再生可能エネルギー施策や本件調査に関して、ご意見等ございましたら
ご自由にお書き下さい。
 ご協力ありがとうございました。
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（参考資料 2：都道府県用アンケート調査用紙）
都道府県における再生可能エネルギー導入政策に関する調査
 千葉大学倉阪研究室
　千葉大学倉阪研究室においては、NPO 法人環境エネルギー政策研究所と共同で
「永続地帯」研究を行い、全市区町村の再生可能エネルギー供給量の推計を行うなど、
再生可能エネルギー政策研究を進めてまいりました。また、2009 年には、全都道府
県を対象として、再生可能エネルギー政策調査を実施したところです。また、昨年
には地域のエネルギー活用モデル条例も作成しています。今般、全都道府県を対象
とする標記調査を実施することといたしました。趣旨をご理解いただき、ご協力い
ただきますようお願い申し上げます。ご多忙中、恐縮ですが、本票にご回答を記入
の上、同封の返信用封筒によって、2013 年 3 月 8 日（金）必着でご返送いただけれ
ば幸いです。なお、メールにて返送を希望される方には、アンケートのワードファ
イルをお送りしますので、kurasaka@le.chiba-u.ac.jp（倉阪）までご連絡ください。
 永続地帯研究は http://sustainable-zone.org/　参照
 地域エネモデル条例は http://homepage3.nifty.com/kurasaka/
　　　　　　　　　千葉大学大学院人文社会科学研究科教授　倉阪秀史
kurasaka@le.chiba-u.ac.jp　（メールにてお問い合わせいただきますようお願いしま
す。）
問 1．貴自治体では、再生可能エネルギーの導入目標を設定していますか。
　　 ａ．設定している　　b．設定していない
本件調査連絡先
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問 2．（問 1 でａ．と回答された方にお聞きします）　その目標を具体的にお教えくだ
さい。
目標の対象 導入目標量（単位） 達成予定期限 改訂予定の有無
問 3．（問 1 で b. と回答された方にお聞きします）　導入に向けた動きの状況をお教
えください。
　　 ａ．現在設定に向けて検討中である。
　　 （可能ならば、設定予定の年月をお書きください。　　　年　　　　月）
　　 ｂ．設定に向けた検討は行っていないが、将来的に設定する可能性はある。
　　 ｃ．今後とも設定する予定はない。
　　 ｄ．わからない　ｅ．その他（ ）
問 4．（再生可能エネルギーの導入目標を既設定であるか、設定を現在検討中の場合
のみご回答ください）貴自治体では、再生可能エネルギーの導入目標を設定す
る際に、どのようなデータを根拠として目標値を設定されましたか（あるいは
設定しようとお考えですか）。（複数回答可）
　　 ａ．政府の関連文献
　　 （可能ならば参照した文献名をお書きください： ）
　　 ｂ．他自治体の目標値
　　 （可能ならば参考にした自治体名をお書きください： ）
　　 ｃ．他国の目標値
　　 （可能ならば参考にした国名をお書きください： ）
　　 ｄ．他国の自治体の目標値
　　 （可能ならば参考にした自治体名をお書きください： ）
　　 ｅ．自らの行政区域内での再生可能エネルギーの導入実績
　　 ｆ．自らの行政区域内での再生可能エネルギーの導入ポテンシャルの試算
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　　 ｇ．わからない
　　 ｈ．その他（ ）
問 5．再生可能エネルギーの導入促進のために、貴自治体において独自に実施してい
る（あるいは実施を検討中の）政策を次の中から選んでください。（複数回答可）
　　 ａ．再生可能エネルギー設備の設置補助・助成
　　  （実施中　〈震災以前から実施・震災をきっかけに実施・固定価格買取制度をきっかけ
に実施〉　実施を検討中）
　　 ｂ．再生可能エネルギー設備の税制優遇
　　  （実施中　〈震災以前から実施・震災をきっかけに実施・固定価格買取制度をきっかけ
に実施〉　実施を検討中）
　　 ｃ．再生可能エネルギー設備導入者への低利融資
　　  （実施中　〈震災以前から実施・震災をきっかけに実施・固定価格買取制度をきっかけ
に実施〉　実施を検討中）
　　 ｄ．再生可能エネルギー設備導入者への債務保証
　　  （実施中　〈震災以前から実施・震災をきっかけに実施・固定価格買取制度をきっかけ
に実施〉　実施を検討中）
　　 ｅ．公有地・公共施設の屋根の再生可能エネルギー企業への貸出
　　  （実施中　〈震災以前から実施・震災をきっかけに実施・固定価格買取制度をきっかけ
に実施〉　実施を検討中）
　　 ｆ．民間施設・住宅の屋根の再生可能エネルギー企業への斡旋
　　  （実施中　〈震災以前から実施・震災をきっかけに実施・固定価格買取制度をきっかけ
に実施〉　実施を検討中）
　　 ｇ．民有地の再生可能エネルギー企業への斡旋
　　  （実施中　〈震災以前から実施・震災をきっかけに実施・固定価格買取制度をきっかけ
に実施〉　実施を検討中）
　　 ｈ．再生可能エネルギー証書の取得がメリットになるような施策
　　  （実施中　〈震災以前から実施・震災をきっかけに実施・固定価格買取制度をきっかけ
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に実施〉　実施を検討中）
　　 ｉ．再生可能エネルギー熱の公共施設における買い上げ保証制度の実施
　　  （実施中　〈震災以前から実施・震災をきっかけに実施・固定価格買取制度をきっかけ
に実施〉　実施を検討中）
　　ｊ． 建物の新築時における再生可能エネルギー設備の導入配慮を求める施策
　　  （実施中　〈震災以前から実施・震災をきっかけに実施・固定価格買取制度をきっかけ
に実施〉　実施を検討中）
　　 ｋ．貴自治体自らによる再生可能エネルギー設備の設置・導入　
　　  （実施中　〈震災以前から実施・震災をきっかけに実施・固定価格買取制度をきっかけ
に実施〉　実施を検討中）
　　 ｌ．貴自治体自らによる再生可能エネルギー証書の買い上げ
　　  （実施中　〈震災以前から実施・震災をきっかけに実施・固定価格買取制度をきっかけ
に実施〉　実施を検討中）
　　 ｍ．再生可能エネルギーの導入促進のための行政計画策定
　　  （実施中　〈震災以前から実施・震災をきっかけに実施・固定価格買取制度をきっかけ
に実施〉　実施を検討中）
　　 ｎ．再生可能エネルギーの導入促進のための条例の制定
　　  （実施中　〈震災以前から実施・震災をきっかけに実施・固定価格買取制度をきっかけ
に実施〉　実施を検討中）
　　 ｏ．再生可能エネルギー導入に資する熱導管などの設備の整備
　　  （実施中　〈震災以前から実施・震災をきっかけに実施・固定価格買取制度をきっかけ
に実施〉　実施を検討中）
　　 ｐ． 再生可能エネルギー設備の導入適地・不適地に関するゾーニングの実施
　　  （実施中　〈震災以前から実施・震災をきっかけに実施・固定価格買取制度をきっかけ
に実施〉　実施を検討中）
　　 ｑ．温室効果ガスの排出量に応じた課税の導入
　　  （実施中　〈震災以前から実施・震災をきっかけに実施・固定価格買取制度をきっかけ
に実施〉　実施を検討中）
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　　 ｒ． 温室効果ガスの排出量の排出事業者への割当てと事業者間での取引制度の
導入
　　  （実施中　〈震災以前から実施・震災をきっかけに実施・固定価格買取制度をきっかけ
に実施〉　実施を検討中）
　　 ｓ．再生可能エネルギー設備導入のための地方債の発行
　　  （実施中　〈震災以前から実施・震災をきっかけに実施・固定価格買取制度をきっかけ
に実施〉　実施を検討中）
　　 ｔ．その他（ ）
問 6．（問 5 でａに〇を付けられた自治体にお聞きします）　補助・助成の対象となる
再生可能エネルギー種をすべて選んでください。（複数回答可）
　　 ａ．住宅用太陽光発電 ｂ．事業用太陽光発電
　　 ｃ．風力発電 ｄ．小水力発電
　　 ｅ．地熱発電（温泉発電除く） ｆ．温泉発電
　　 ｇ．バイオマス発電 ｈ．太陽熱利用（給湯器など）
　　 ｉ．地中熱利用
　　 ｊ．バイオマス熱利用（薪・ペレットストーブなど）
　　 ｋ．温泉熱利用（浴用以外の熱供給） ｌ．雪氷熱利用
　　 ｍ．その他（ ）
問 7．（問 5 でｋに〇を付けられた自治体にお聞きします）　貴自治体が自ら設置・導
入した再生可能エネルギー設備の種類をすべて選んでください。（複数回答可）
　　 ａ．太陽光発電 ｂ．風力発電
　　 ｃ．小水力発電 ｄ．地熱発電（温泉発電除く）
　　 ｅ．温泉発電 ｆ．バイオマス発電
　　 ｇ．太陽熱利用（給湯器など） ｈ．地中熱利用 
　　 ｉ．バイオマス熱利用（薪・ペレットストーブなど）
　　 ｊ．温泉熱利用（浴用以外の熱供給）
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　　 ｋ．雪氷熱利用 ｌ．その他（　 ）
問 8．（問 5 でｎに〇を付けられた自治体にお聞きします）　貴自治体で制定されてい
る再生可能エネルギー導入促進のための条例をお教えください。
条例名 制定年
問 9．貴自治体で導入している再生可能エネルギー施策のうち、他の自治体に見られ
ないユニークな取り組みであると考えられるものがあれば、ご紹介ください。
問 10．再生可能エネルギーに関する政策を行うにあたって、貴自治体において問題
となっていることはありますか。（複数回答可）
　　　ａ．財源の不足 ｂ．人員の不足
　　　ｃ．組織としての経験の不足
　　　ｄ．再生可能エネルギー導入量の把握が困難
　　　ｅ．再生可能エネルギー賦存量の把握が困難
　　　ｆ．その他再生可能エネルギーに関する情報入手が困難
　　　ｇ．他自治体との政策調整の問題 ｈ．政府との政策調整の問題
　　　ｉ．法律上の権限の制約 ｊ．市民・事業者の関心の低さ
　　　ｋ．電力会社との調整 ｌ．その他（ ）
問 11．以下の情報の中で、貴都道府県が把握しているものをすべてお答えください（永
続地帯研究に基づく数値を除く。複数回答可）。
　　　ａ．住宅用太陽光発電設備容量
　　　（都道府県数値のみ〈一部把握・概ね把握〉　・　市町村別に〈一部把握・概ね把握〉）
　　　ｂ．住宅用太陽光発電設備台数
267
千葉大学　公共研究　第 11 巻第１号（2015 年３月）
　　　（都道府県数値のみ〈一部把握・概ね把握〉　・　市町村別に〈一部把握・概ね把握〉）
　　　ｃ．事業用太陽光発電設備容量
　　　（都道府県数値のみ〈一部把握・概ね把握〉　・　市町村別に〈一部把握・概ね把握〉）
　　　ｄ．事業用太陽光発電設備台数
　　　（都道府県数値のみ〈一部把握・概ね把握〉　・　市町村別に〈一部把握・概ね把握〉）
　　　ｅ．太陽熱温水器設置台数
　　　（都道府県数値のみ〈一部把握・概ね把握〉　・　市町村別に〈一部把握・概ね把握〉）
　　　ｆ．バイオマス発電設備容量
　　　（都道府県数値のみ〈一部把握・概ね把握〉　・　市町村別に〈一部把握・概ね把握〉）
　　　ｇ．ペレットボイラー設置台数
　　　（都道府県数値のみ〈一部把握・概ね把握〉　・　市町村別に〈一部把握・概ね把握〉）
　　　ｈ．チップボイラー設置台数
　　　（都道府県数値のみ〈一部把握・概ね把握〉　・　市町村別に〈一部把握・概ね把握〉）
　　　ｉ．薪ボイラー設置台数
　　　（都道府県数値のみ〈一部把握・概ね把握〉　・　市町村別に〈一部把握・概ね把握〉）
　　　ｊ．ペレットストーブ設置台数
　　　（都道府県数値のみ〈一部把握・概ね把握〉　・　市町村別に〈一部把握・概ね把握〉）
　　　ｋ．薪ストーブ設置台数
　　　（都道府県数値のみ〈一部把握・概ね把握〉　・　市町村別に〈一部把握・概ね把握〉）
　　　ｌ．木質ペレット生産量
　　　（都道府県数値のみ〈一部把握・概ね把握〉　・　市町村別に〈一部把握・概ね把握〉）
　　　ｍ．薪生産量 
　　　（都道府県数値のみ〈一部把握・概ね把握〉　・　市町村別に〈一部把握・概ね把握〉）
　　　ｎ．地中熱設備設置台数　
　　　（都道府県数値のみ〈一部把握・概ね把握〉　・　市町村別に〈一部把握・概ね把握〉）
　　　ｏ．小型風力（20kW 未満）設置台数
　　　（都道府県数値のみ〈一部把握・概ね把握〉　・　市町村別に〈一部把握・概ね把握〉）
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問 12．貴都道府県では、域内の市区町村の再生可能エネルギー導入目標、導入促進
政策を把握していますか。
　　　⑴　導入目標
　　　　全て把握している　　　　一部把握している　　　　把握していない
　　　⑵　導入促進政策
　　　　全て把握している　　　　一部把握している　　　　把握していない
問 13．設置補助や税制優遇、低利融資などの支援政策において、貴都道府県が実施
している導入促進政策と域内の市区町村の導入促進政策が重複している場合、
利用者に重複利用を認めていますか。
　　　認めている　　　重複分を減額するなどして利用を認めている
　　　認めていない　　わからない
問 14．域内の市区町村が導入促進政策を行う際に、何らかの支援を行っていますか。
　　　支援を行っている　　　　支援を行っていない
　　　今後支援を行う予定　　　わからない
問 15．（市区町村に支援を行っている、あるいは行う予定である場合）どのような支
援を行って（行う予定で）いますか。（複数回答可）
　　　ａ．財政的支援 ｂ．人員的支援
　　　ｃ．再生可能エネルギー導入に関する情報の提供 ｄ．地域への広報
　　　ｅ．政府からの支援の取り付け
　　　ｆ．その他（ ）
問 16．今後、国内で再生可能エネルギーの導入を拡大するにあたって、市町村はど
のような役割を担うべきであると思いますか。（複数回答可）
　　　ａ．域内の再生可能エネルギー導入計画の策定
　　　ｂ．再生可能エネルギー利用に関する許認可
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　　　ｃ．助成金など財政的支援 ｄ．設備設置のための技術的支援
　　　ｅ．再生可能エネルギー導入ポテンシャルなどの情報提供　
　　　ｆ．再生可能エネルギー設備の自ら設置
　　　ｇ．専門的人材の育成
　　　ｈ．送電網の敷設など再生可能エネルギー利用基盤の整備
　　　ｉ．再生可能エネルギーの地域金融の育成　ｊ．その他（ ）
問 17．今後、国内で再生可能エネルギーの導入を拡大するにあたって、都道府県は
どのような役割を担うべきであると思いますか。（複数回答可）
　　　ａ．域内の再生可能エネルギー導入計画の策定
　　　ｂ．再生可能エネルギー利用に関する許認可
　　　ｃ．助成金など財政的支援 ｄ．設備設置のための技術的支援
　　　ｅ．再生可能エネルギー導入ポテンシャルなどの情報提供
　　　ｆ．再生可能エネルギー設備の自ら設置 ｇ．専門的人材の育成
　　　ｈ．送電網の敷設など再生可能エネルギー利用基盤の整備
　　　ｉ．再生可能エネルギーの地域金融の育成 ｊ．その他（ ）
問 18．以下に掲げる再生可能エネルギー導入拡大のための国の施策について、地方
自治体の視点からの必要度をお答えください。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大きい 小さい
　　　ａ．再生可能エネルギー導入の国家目標の策定
 5　－　4　－　3　－　2　－　1
　　　ｂ．再生可能エネルギー電気の固定価格買取制度の維持
 5　－　4　－　3　－　2　－　1
　　　ｃ．再生可能エネルギー設備の設置補助金の強化
 5　－　4　－　3　－　2　－　1
　　　ｄ．再生可能エネルギーに関する地方交付金の創設
 5　－　4　－　3　－　2　－　1
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　　　ｅ．電気事業者に対する再生可能エネルギーの接続義務づけの強化
 5　－　4　－　3　－　2　－　1
　　　ｆ．建物に対する再生可能エネルギー設備の設置義務づけ
 5　－　4　－　3　－　2　－　1
　　　ｇ．再生可能エネルギー設備設置に関わる規制緩和
 5　－　4　－　3　－　2　－　1
　　　ｈ．再生可能エネルギー設備設置のための技術支援情報の提供
 5　－　4　－　3　－　2　－　1
　　　ｉ．再生可能エネルギー導入に関するポテンシャル情報の提供
 5　－　4　－　3　－　2　－　1
　　　ｊ．再生可能エネルギーに関する専門的人材の育成
 5　－　4　－　3　－　2　－　1
　　　ｋ．再生可能エネルギーの設置者に関する資格制度の創設
 5　－　4　－　3　－　2　－　1
　　　ｌ．再生可能エネルギー利用のための送電網の敷設
 5　－　4　－　3　－　2　－　1
　　　ｍ．変動を吸収するための蓄エネルギー設備への助成
 5　－　4　－　3　－　2　－　1
　　　ｎ．再生可能エネルギー資金を地域で集める仕組みの強化
 5　－　4　－　3　－　2　－　1
　　　ｏ．その他重要と思われる施策があればご記入ください
　　　（ ）
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問 19．再生可能エネルギーに関連する貴都道府県の担当課・係の状況について、以
下の情報をお教えください。仮に、担当課が分かれている場合には、それぞ
れの課につき、上記情報をお答えください。
担当課（主管課）名 調査票送付先との変更
あり　　　なし
担当係名（課の中に複数の関連係があるばあいには、そのすべて）
担当課の中で「再生可能エネルギー」を担当する職員数
　常勤職員専任（50％以上） 名　
　常勤職員兼任（50％以下）  名　
　非常勤職員 名　
連絡先 e-mail アドレス
ご担当者名
担当課名（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の業務を分掌）
担当係名（課の中に複数の関連係があるばあいには、そのすべて）
担当課の中で「再生可能エネルギー」を担当する職員数
　常勤職員専任（50％以上）　　　　　　　　　　 名
　常勤職員兼任（50％以下）　　　　　　　　　　 名
　非常勤職員　　　　　　　　　　　　　　　　   名
問 20．国の再生可能エネルギー施策や本件調査に関して、ご意見等ございましたら
ご自由にお書き下さい。
 ご協力ありがとうございました。
